








Kazushi SHIMAZAKI  
 
Shear failure of columns may lead to collapse for existence buildings. After a severe earthquake, some buildings collapsed by loss of axial capacity of the 
columns, however, some buildings have stayed even many columns were fractured by shear. For the examination of building collapse, it is required to 
investigate the axial load capacity of the columns after shear failure and to analyze the building performance using the pertinent analytical model for the 
columns. This paper investigates the analytical model for the collapse analysis of a building based on Yoshimura’s concept of the failure surface contraction. 
The reduction rate was obtained as a function of the maximum deformation, shear margin ratio, and so on, using the regression analysis of experimental 
results. The tested results are explained by this formula with good agreement. 
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  ········ (2) 
(2)式で与えられる破壊曲面の圧縮軸耐力 NCが、損傷を受け NR ま
で低下し、引張軸耐力 NT が不変で、縮小した破壊曲面が元の破壊曲














































NNDDaM ytu 15.08.0 σ  ····················· (5) 
一方、せん断破壊直後の軸耐力保持機構は、せん断破壊面で切断


































図 3 せん断破壊時の破壊面での力の釣り合いの模式図 10)11) 






献 1)に 26 体示されている。これらの実験は定軸力下で水平変形を
増大させて、崩壊するまで実験を行っており、 (3)式で定義する縮
小率が 0.3 付近に集中するため、縮小率 r を求めるための統計処理
のデータとしては用いていない。 
表 2 に表 1 に示した各試験体の残存軸耐力 NRと、この NRを用い








最大変形比 R のほうが相関がよかった。 
これらのパラメータにより、縮小率 r が求まると仮定し、線形重
回帰分析を行った。表 3 に重回帰解析結果を、図 4(a)に回帰結果か
ら得られる推定値と実験値の対応を示す。相関性の高い結果となっ
ている。図 4(b)は、この推定式を用いて文献 1)7)に示された 37 体の
データも含めて実験値と推定値の対応を示したものである。ここで、
縮小率 r は主筋の効果を考えて、0.3 を下回らないものとした。これ
については、主筋量等の関数となると考えられるが、表２に示した
試験体では、最小値が 0.3 であり、また芳村ら 1)のデータも 0.3 付近
に集中するため 0.3 とした。推定値には、最低値としての 0.3 付近
にデータが多くあるが、おおむねよい相関性を示している。 
表 3 の重回帰解析結果を見ると、主筋の効果である pgσy とせん断
補強筋の効果である pwσwy の寄与が少なく、特に pwσwy の寄与が少な
表 1 実験データ一覧 
ｺﾝｸﾘｰﾄ
圧縮強度 引張鉄筋比 帯筋比
(N/mm2) p t (%) p w  (%)
1 1 200 175 153 22.4 0.82 391 0.10 2.29 0.15
2 2 200 175 153 22.4 0.82 391 0.10 2.29 0.15
3 3 200 175 153 22.4 0.82 391 0.10 2.29 0.15
4 4 200 175 153 22.4 0.82 391 0.10 2.29 0.15
5 5 200 175 153 22.4 0.82 391 0.30 2.29 0.15
6 6 200 175 153 22.4 0.82 391 0.30 2.29 0.15
7 7 200 175 153 22.0 0.82 477 0.10 2.29 0.15
8 8 200 175 153 22.0 0.82 477 0.10 2.29 0.15
9 9 200 175 153 22.0 0.82 477 0.30 2.29 0.15
10 10 200 175 153 22.0 0.82 477 0.30 2.29 0.15
11 11 200 175 153 22.0 0.82 477 0.10 1.14 0.15
12 12 200 175 153 22.0 0.82 477 0.10 1.14 0.15
13 13 200 175 153 22.0 0.82 477 0.30 1.14 0.15
14 14 200 175 153 22.0 0.82 477 0.30 1.14 0.15
15 a9 300 300 270 25.1 0.74 335 0.6 1.67 0.20
16 a10 300 300 270 25.1 0.74 335 0.6 1.67 0.20
17 a11 300 300 270 25.1 0.74 335 0.6 1.67 0.20
18 a12 300 300 270 25.1 0.74 335 0.6 1.67 0.20
19 No.2 250 250 220 17.7 0.52 379 0.192 0.85 0.20
20 No.4 250 250 220 16.8 0.52 379 0.192 1.14 0.18
21 No.1 250 250 220 17.7 0.52 379 0.192 0.85 0.20
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(a)表 1のデータとの対応    (b)拡張した実験データとの対応
図 4 縮小率 r の推定値と実験値の対応 
表 3 r に関する線形重回帰分析結果 
    No.7 No.8 No.9 No.10 
No.11 No.12 No.13 No.14 
No.7 No.8 No.9 No.10  
 
  
No.11 No.12 No.13 No.14
写真１水平加力後のひび割れ 写真 2 鉛直加力後のひび割れ
表 2 実験データの残存軸耐力 
係数 標準誤差 t 回帰統計
切片 -8.87E-01 1.91E-01 -4.63 重相関 R 0.92
p g σy 6.10E-02 2.18E-02 2.80 重決定 R 2 0.85
p wσwy 5.75E-04 5.39E-04 1.07 補正 R 2 0.82
せん断余裕度 1.56E+00 2.49E-01 6.24 標準誤差 0.11
























1 1 0.8658 0.0200 8.16 39.1 - 1144 1222 0.95
2 2 0.8658 0.0400 8.16 39.1 - 1125 1222 0.94
3 3 0.8658 0.0800 8.16 39.1 曲げ→せん断 243 1222 0.37
4 4 0.8658 0.0004 8.16 39.1 - 1162 1222 0.96
5 5 1.0249 0.0400 8.16 117.3 - 1183 1222 0.97
6 6 1.0249 0.0800 8.16 117.3 曲げ 1047 1222 0.89
7 7 0.8707 0.0400 7.99 47.7 - 953 1200 0.84
8 8 0.8707 0.0800 7.99 47.7 曲げ→せん断 250 1200 0.37
9 9 1.0321 0.0400 7.99 143.1 - 1058 1200 0.91
10 10 1.0321 0.0800 7.99 143.1 曲げ 942 1200 0.83
11 11 0.6606 0.0200 7.99 47.7 せん断 469 1200 0.52
12 12 0.6606 0.0400 7.99 47.7 せん断 200 1200 0.34
13 13 0.7413 0.0400 7.99 143.1 せん断 475 1200 0.52
14 14 0.7413 0.0800 7.99 143.1 せん断 220 1200 0.36
15 a9 0.9562 0.1140 6.63 201.0 曲げ→せん断 932 2856 0.44
16 a10 0.9562 0.0618 6.63 201.0 曲げ→せん断 1726 2856 0.67
17 a11 0.9562 0.0405 6.63 201.0 曲げ 2932 2856 1.02
18 a12 0.9562 0.0786 6.63 201.0 曲げ→せん断 1471 2856 0.60
19 No.2 0.6889 0.0161 4.83 72.8 せん断 474 1408 0.45
20 No.4 0.8165 0.0266 4.83 72.8 せん断 432 1352 0.44
21 No.1 0.6889 0.0320 4.83 72.8 せん断 221 1408 0.31
























のが図 5 である。表 4(a)、図 5(a)は、パラメータとしてせん断補強




り縮小率 r は、せん断余裕度 m、変形比 R と主筋強度 pgσy（N/mm2）
の関数として次式で与えられる。 
Rmpr yg 6.656.1061.089.0 −++−= σ  ··················· (6)  
ここで、 3.00.1 ≥≥ r  
より簡略化するために、パラメータをせん断余裕度と最大変形比の
みとすると次式となる。 
Rmr 3.686.166.0 −+−=   ··································· (7)  
(7)式による推定はばらつきがやや大きくなるので、使用する場合に
は注意が必要である。 













で設計された既存 RC 低層建物の柱を想定し、実建物の 1/3 程度の
サイズを有する柱部材とした。コンクリート設計基準強度（Fc=18 
N/mm2）、主筋（12-D10）、柱断面寸法（b×D=200×200mm）である。
既往の研究 3)4)のうち損傷が大きかった 3 体の試験体（No.8,12,14）

























係数 標準誤差 t 回帰統計
切片 -8.87E-01 1.91E-01 -4.63 重相関 R 0.92
p g σy 6.10E-02 2.18E-02 2.80 重決定 R 2 0.85
せん断余裕度 1.56E+00 2.49E-01 6.24 補正 R 2 0.82
最大変形比 -6.61E+00 1.04E+00 -6.38 標準誤差 0.11
係数 標準誤差 t 回帰統計
切片 -6.67E-01 1.93E-01 -3.45 重相関 R 0.88
せん断余裕度 1.86E+00 2.39E-01 7.80 重決定 R 2 0.78
最大変形比 -6.33E+00 1.10E+00 -5.76 補正 R 2 0.76
標準誤差 0.13
(b) 2 パラメータ 
表４ パラメータを縮約した r に関する線形重回帰分析結果 























(a) 3 パラメータ            (b) 2 パラメータ 
図 5 パラメータを縮約した推定値と実験値の対応 
表 5 検証実験試験体一覧 
コンクリート柱内法高 柱断面 主筋 せん断
強度 h0(mm) b×D （上·下端筋） 補強筋
No.15 800 200mm 0.90
No.16 24.4 × 12-Ｄ10 0.69































以下となっている。写真 3 に最終状況を示す。 
3）せん断破壊曲面との対応 
 図 8 に各試験体の (2)式で定められるせん断破壊時の初期破壊曲





ことになる（図 8 の I）。次に、軸力を増大しながら R＝1/50 まで変
形を増大させる。このときは、軸力が増大しながら、変形の増大に
よる破壊曲面の縮小に伴い、せん断耐力が減少することになる（図























厚を 0.1D としてその 2 倍の 0.2D と考えると、軸耐力 NCは次式で与
えられる。 
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